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筋骨格系疾患と転倒災害の予防についての包括的対策 
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改善・取

組みの

背景と

課題 

従業員の健康づくリや体力づくりは重要との認識から，各企業とも創意工夫をしながら取り組んでいる

が，十分な効果をあげた例は少ない．当事業所は，従業員約 5,000 名のうち 45 歳以上が約 60％の状

態が続き，2003 年には疾患別休業率で筋骨格系疾患がワースト１となると共に，体力低下が原因とさ

れる転倒等の労働災害が目立ち始めた．加齢による体力低下は避けられない現象であるが，体力低下

をできるだけ緩やかにするためには企業の対応と努力も大きい．当事業所では体力測定やラジオ体操な

どを実施していたが，その効果が十分ではなかったことから， ①健康や労働能力と深い関わりをもつ体力

の測定・評価の開発，②目標とすべき体力レベルの明確化，③目標とする体力を維持・改善させるため

のシステムの構築，などの課題に取り組んだ． 

改善・取

組みの

着眼点 

 健康で安全に働くためには，上記課題の解決に必要な就労環境と組織を作り，従業員はそれを利用し

て目的を達成するという包括的システムを構築することが必要と考えた．具体的には次のことを実施した． 

１．包括的取り組みの中心となるセンターを設置した． 

２．ラジオ体操を筋骨格系疾患予防と転倒予防という目的を明確にした２つの体操に変更した． 

３．従来の体力測定を当事業所で安全に働くために必要な体力という視点から，腰痛や転倒等のリスク

の高い低体力者をスクリーニングすることができる測定に変更した． 

４．スクリーニングされた低体力者について体力水準を一定レベルに回復させるための支援体制を整えた． 

 

改善・取 
組みの

概要 

 2003 年にヘルスサポートセンター(HSC)を設置し，2004 年より，ラジオ体操に代わる「アクティブ体操®」

を開発して実施している．また，腰痛リスクと転倒リスク，ハンドリング能力，危険回避能力を測定する上

での 8 項目からなる「安全体力機能テスト」を開発し，健診時全社員に対し実施している． 

１．各職場での取組み・・・体力向上と運動習慣の形成  

１） 8：50 「アクティブ体操®」partⅠ：6 分間･10 種目の動作（2004 年より実施） 

目的：不良姿勢の改善，肩・腰痛等の筋骨格系疾患予防，抗重力筋強化  

15：00 「アクティブ体操®」partⅡ：4 分間・10 種目の動作（2007 年より ＊2006 年までは partⅠ） 

目的：股関節機能の改善とバランス能力の改善により転倒予防 

２．健診時の取組み･･･労働能力の測定と低体力者に対する運動指導 

 １）自分の日常の取組みが安全体力機能の維持に役立っているかどうかを全従業員が確認する場． 

 ２）安全体力機能テストは 5 段階で評価し，評価 1 か評価 2 がある従業員は，テスト終了時に対象

項目の改善を目的に，その場で個別に運動指導を受ける． 

３．個人の取組み･･･安全体力機能テストの評価３以上が目標 

 １）評価 1 と評価 2 の従業員は，処方された個別運動プログラムを実施し，安全体力機能の回復に努

める．更に，評価 1 の従業員は，2 ヵ月後に対象項目の再測定を実施する． 

 ２）筋骨格系疾患や肥満改善など個人の要望に応じた運動指導を受けることができる． 

４．ヘルスサポートセンターの取組み･･･個人の健康と安全の支援 

１） 筋骨格系疾患の改善や個人の要望に応じた運動指導の実施． 

２） 安全体力機能テストの低体力者への運動指導や再測定の実施，更に，再測定不合格の場合は 

産業医が就業状況を確認の上，適正配置を行う． 



写真・図

表・ 

イラスト 

 
 

効  果 

１． 筋骨格系疾患の休業件数と日数は 2004 年から 

減少を示した．  

２．転倒災害件数も統計を取り始めた 2006 年以降 

年々減少を示した． 
３． 安全体力機能テストの再測定者は，過去 5 年 

の年間平均が 174 名（3.5％）で，そのうち約 66％ 

が再測定時に評価２以上へ改善した． 

４． 安全体力機能テストの実施により，当事業所で 

安全に働くために必要な体力水準が明確になり， 

「アクティブ体操®」などを正しく実施すれば，目標で 

ある評価 3 以上を維持できることが従業員に理解 

された． 

５．自宅用に開発されたダンベル体操の実施者も増加した． 

この

GPS の

経験から

学ぶこと

ができる

ポイント 

１．１日の多くを過ごす職場で，ある程度の身体活動量を確保できる環境をつくり，従業員がそれを利用

し，勤務時間も含めて包括的に体力の改善に取り組める体制を整えることが大切である． 

２．中高年者はもちろん，若い社員も体力の維持・向上のために，日常的，かつ全社員参加型で継続し

た活動ができる体操が効果的である． 

３．体操は目的をはっきりさせ，正確に実施すれば筋力や関節可動域などの改善効果が期待できる． 

４．安全に働くために必要な体力という視点から，各社の作業形態を考慮した独自の測定を考案し，継

続的に実施すれば，必要な体力レベルを明確にすることができる． 
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筋骨格系疾患休業件数と休業日数
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安全体力機能テスト
「アクティブ体操®」par tⅡ

partⅠ(8:50)：6 分 PartⅡ(15:00)：4 分 
各職場での取り組み：「アクティブ体操®」 

筋骨格系疾患
肥満改善 

評価１･評価２の
場合の運動実施 
 

目 的に 応じ た  
個別運動指導
や正しい体操
の指導 

２ケ月後再測定実施 

不合格 合格 

産業医就業状況確認 

   

転倒やつまずきが原因となる災害件数
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個人の取り組み 

健診時の取り組み:安全体力機能テスト 
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＊約 5000 名のデータと転倒災害被災
者のﾃﾞｰﾀを分析し，5 段階評価基準
を作成した． 

5 段階評価後の対応 
評価 1：運動指導後再測定 
評価 2：運動指導のみ 
評価 3≦：特になし 

低体力者への
運動指導 

 

 
問題なし 

適正配置 

Ｈ
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で
の
取
り
組
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写真は転倒リスクテスト 3 項目 

任意：ダンベル体操実施 
 


